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【巻頭言】 

こどものころから「ほうしゃせん」に親しみ、そして‥ 
 

小林 泰彦 

食のコミュニケーション円卓会議  

元QST高崎量子応用研究所 

 

放射線はいつ生まれたの？  

約137億年前に宇宙ができた時、放射線も生まれまし

た。それから最初の星ができて、太陽や地球もできて‥‥

私たちは放射線に囲まれて生活してきました。 

放射線はどこにあるの？ 

放射線は目に見えず、さわれず、匂いもないので、長い

間だれもそれに気が付きませんでした。でも、今では、私

たちの身の回りにいつも放射線があることがわかっていま

す。    （放医研  柿沼志津子先生のご好意による）  

目に見えず、さわれず、匂いもない「放射線」について初めて意識したのは、原爆の

悲惨さを伝える「平和教育」や原発事故などの報道を通してだったという人も多いのでは

ないだろうか。その恐ろしいイメージと一緒に誤解や先入観が吹き込まれる前の幼い耳

に、「ほうしゃせん」という言葉を、せめて言葉だけでも先に届けてあげたいと思う。 

空気や水のように生まれた時から身の回りにあるのに、日差しの暖かさや水の冷た

さ、空の青さや雲の動き、土の匂いや風の音のように五感で感じて身体で理解することが

できない放射線。だから、せめて遊びの中で、虫眼鏡やプリズム、磁石、糸電話、下敷き

をこすって起こす静電気などの遊びを通じて自然現象の面白さを発見するように、霧箱や

簡易測定器、あるいはさらに工夫された玩具や教材を通じて楽しみながら放射線の存在と

その性質への理解が深まるような環境を用意してあげたいと思う。  

現在の中学校理科では、当フォーラムの長年の努力の結果、原子力の社会受容に関連

した環境・エネルギー学習という位置付けを超えて、理科本来の基礎知識として電流や電

子線の学習の中で放射線が扱われるようになった。原子・分子の構造や電離の学習は、量

子論などの20世紀の物理学の成果に真っ直ぐにつながる。放射線の実験で目の当たりにし

た不思議さや面白さは、それを「放射線の魔法の力」などで片付けることを許さない知的

探究心を育み、さらなる学習への強力な動機づけとなるに違いない。 

学校教育の中での放射線学習の底上げのために、もっと入試で出題してくれれば‥と

いう声も聞く。気持ちはわかるが、入試に頼るのは邪道かもしれない。公務員試験の専門

科目の出題に携わったとき、遺伝学や生理学、生態学などと比べて放射線生物学の出題に

求められるレベルの低さに驚いたことがある。ある程度以上の内容の出題では成績上位者

と下位者で正答率に差がつかず、悪問とされてしまうのである。鶏が先か卵が先か？ 

2011年の東日本大震災と原発事故の直後の放射能・放射線パニックに対して、多くの

専門家が懸命に情報発信した。例えば外部被曝と内部被曝への対策をそれぞれ紫外線対策
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と花粉症対策に例えるなどの分かりやすいメッセージも数多く目にした。しかし、あれか

ら十数年が経った今、若い学生などに講義して感じる彼らの放射線リテラシーは事故前の

水準に戻ってしまったようである。  

二度とあってはならない万一の事態に備えて、前回の反省を踏まえて無用の不安災害

や避難災害、風評被害を防ぐために、正しい知識の普及もさることながら、大きなリスク

を大きく、小さなリスクを小さく感じるセンスを磨き、普通の人が健全な常識や社会通念

の範囲で極端な過不足なく自分で判断できるような世の中を目指したい。 

2011年の事故のとき、いわゆる専門家の間でも、主に [Bq]で仕事する人と、 [Gy]の人、

そして[Sv]の人の間で交流が乏しく、お互いに知識の偏りが大きいことに気づいた。実験

を基盤とする放射線生物学者と疫学研究者の間でも流儀の違いで話が通じにくいと指摘さ

れている。社会への知識普及の前に、まずこの辺りの意思疎通が重要かもしれない。 

一般の人にとって生活の中で放射線に触れる機会は、多くは健康診断と医療だろう。

実際には、身の回りの工業製品にもしばしば放射線照射が用いられているのだが、従来は

事業者がその事実を公表したがらない傾向があった。最近になって、そのようなタブー意

識が薄れてきたのか、「電子線」ではなく「EB」などへの言い換えだったとしても、そ

の効用をうたう企業が増えてきたように思われる。さらに一歩踏み込んで、放射線を利用

するメリットは何か、どのような原理でその効果が得られるのか、消費者教育の一端を担

う気概で愚直に丁寧に説明していただきたいと思う。 

近年、医療スタッフの放射線教育に関する法整備が進み、放射線についてある程度は

知識のある人が新たに大量に育成され、放射線診療の安全な発展を後押しする環境整備が

進んでいるとのことである。しかし、残念ながら農業分野では、放射線育種についても、

照射による植物検疫処理についても、農水省は極めて消極的である。農水省傘下の研究機

関と高崎研の共同研究としてイオンビーム育種によって生み出された画期的なカドミウム

低吸収米「コシヒカリ環1号」とそれを元に育成された「あきたこまちR」1)について、社

会への情報発信に努めているのは秋田県2)だけで、当の農水省は『寝た子を起こすな』と

言わんばかりに職員の公開パネル討論への参加にまで難色を示す始末である。  

農水省や厚労省が同様に極めて消極的で否定的な態度をとり続ける食品照射3)は、加熱

調理や冷蔵・冷凍などの日常的な食品加工技術とは異なり、放射線照射という全くなじみ

のない処理工程を具体的に想像し難い。このことが、食品事業者や行政官、そして一般の

消費者の間での客観的な議論の妨げになっていると感じている。その打開策の一つとし

て、IAEAが作成した技術文書：具体的にどのように食品照射の処理工程が管理され安全

かつ確実に目的が達成されているのかを解説した技術文書が最近邦訳・公開された4)。こ

こでも放射線計測と食品衛生、植物防疫などの異なる分野の専門家の意思疎通が基盤とな

っている。機会があれば当フォーラムの皆様からもご意見を頂きたいと思う。 

参考資料： 

1) http://www.taishitsu.or.jp/JAPI/news/letter/28-2.pdf 

2) https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/73119 

3) https://food-entaku.org/haccp.html 

4) https://www.jrias.or.jp/report/cat1/315.html 



  3  

【解説】 

放射線のできること  

川合 將義  

高エネルギー加速器研究機構名誉教授 

茨城県つくば市大穂 1-1 

 E-mail: masayoshi.kawai @kek.jp 

(2026 年 2月 15 日受理) 

  

1. はじめに  

 最近、街が綺麗になりました。横浜みなと

みらい 21 は、シンボルとなっている「横浜ラ

ンドマークタワー」をはじめ新築ビジネスビ

ル群に横浜の歴史を今に伝える「横浜赤レン

ガ倉庫」などがあります。エリア内には、電

柱や看板もなく、高層ビルも彩り豊かで調和

のとれたコンクリート面とガラス窓で構成さ

れた美しい街並みを生み出しています。瀟酒

な外装建材で彩られたビルと緑で囲まれた広

島宮島口商店街も綺麗で清楚な生活空間を編

み出しています。新築の住宅のパンフレットでは、高断熱・省エネ住宅を謳い、住宅の換気

システムの高度化やエコフィルターが掲げられています。  

車の部品の故障の少なさと座り心地の良さに感心します。SNS の担い手の携帯電話やパソ

コンの性能も、半導体の高機能化で毎年向上しています。これらの高級部材 (建物に使われて

いる内装・外装材、自動車のラジアルタイヤ・耐熱ケーブル・発泡シートの部品や半導体) は、

製造の全てに放射線が関わっています。  

一方、日本原子力文化財団による原子力に関する世論調査の 2024 年度の調査結果 1) では、

日本人の放射線に対する印象について、危険が 65.3%と高い一方、役に立つは 19.1% とあま

り良くありません。放射線利用についても、医療利用が 19.1%と役に立つと同等ですが、工

業・農業利用については 5.3%ととても低い。原爆被爆国として日本人の放射線を危険と思う

心は理解できますが、人が ‘危険な’ 火を使いこなしたように、放射線も「放射能の強さ、距

離、時間、遮蔽」で調節することで安全に使えて、いろいろなことに利用できることを強調

したい。上記の世論調査の結果をこのまま放置しておくことで、若者の放射線産業離れ、引

いては日本の科学技術の衰退が心配になります。  

このメモは、放射線好きはもちろん、放射線嫌いの人にも放射線の魅力を知って頂きたく、

放射線が最先端科学の象徴であるノーベル賞研究に 98 件も関わっていることと、放射線が身

の周りのものにたくさん使われていること、放射線の経済規模の高いことをお伝えします。

もちろん、98 件のノーベル賞研究には、従来の放射線（アルファ線、ベータ線、ガンマ線、
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中性子と陽子）とは異なる素粒子も含みますが、その研究手段の陽子・電子加速器は従来技

術に基づくものであり、一般的な放射線の範疇に含めたことを予めお断りします。  

  

2. 放射線を安全に使う  

 放射線を使う場合、誰でも気になるのが放射線の影響です。放射線は 138 億年前の宇宙開

闢直後にできて以来存在しています。それもあって生物はその被ばく影響を抑制する術を獲

得しながら進化してきました。自然放射線による国別の年間平均被ばく量は、１mSv (ミリシ

ーベルト) から 4.7 mSv に分布しています２, 3）。世界平均 2.4 mSv、日本は 2.1 mSv です。一

方、北欧や東欧は、日本の 2 倍の 4 mSv台の国が多い。また、中国の陽江、インドのケララ、

イランのラムサール等、日本より 7 倍から 30 倍程度自然放射線が高い地域があります。しか

し、国別平均被ばく量の違いでは、国別のがん死亡率への影響は認められません。図 2 に事

故時の放射線の過剰被ばくによる影響は示しますが、200 mSv 以上の被ばくで男子の一時的不

妊の発現が報告されています。従って、こうした確定的な影響を避けるために 100 mSv 以上

を高線量被ばくと言って、それを避けることが重要です。一方、低線量による影響として、

がんや白血病の可能性を無視できません。そこで、ICRP（国際放射線防護委員会）は、広

島・長崎原爆被爆者の疫学調査の結果(100 mSv 当たりがん死亡率の増加 0.5%) に基づいて、

放射線防護の 3 原則(正当化、防護の最適化、線量限度の適用)に則り、放射線作業従事者の基

準として 5年間で 100 mSv、年間最大でも 50 mSv とし、一般人の年間被ばく限度については、 
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その 20 分の１に当たる 1 mSv/ 年と決めました。4） 2024 年における日本の人口 1 億 2380 万

人、死亡 160.5 万人を用いて 1 mSv/年被ばくによるがん死亡（40 人）のリスクを計算すると 

3.2x10-7 となります。この値は、日本の 2004~2009 年の軌道列車事故における乗客の死亡者数 

19.5 人/年 5)から評価される１.5x10-7 とファクター2 の違いしかなく、両者は同じ安全度にあ

ると言えます。 

   

3. 放射線のノーベル賞研究史  

 放射線は、クルックス管と呼ばれた真空管を用いて陰極線の性質を調べていた W.レントゲ

ンが 1895 年 11 月 8 日に、部屋を暗くして管を厚紙で覆った実験で管の後ろに置いた蛍光板

が輝いていていることで見つけました。蛍光板との距離を変えたり、本を置いても輝いてい

ることで光と違うことを確かめ“X 線”と命名し、夫人の手をかざして指輪と指の骨がはっき

り写る写真を撮って発表しました。この成果に対して 1901 年にノーベル物理学賞の第 1 号が

与えられました。  

その成果はたちまち科学者の心を捉えて、ベクレル、キュリー夫妻、ラザフォードなど多

くの研究成果が生まれて、1930 年までの黎明期に 21 件のノーベル賞を出しました。  

特筆されるのは、アインシュタインやシュレーディンガー、ローレンツにディラックなど

の現代物理学を構築した著名な科学者のほとんどが含まれていることです。最初は放射線の

発見とそれらの基礎的な性質、原子模型に核反応、核化学、放射線と物質との相互作用など

放射線そのものを対象とした研究でした。その後、放射線測定技術や加速器が開発され、放

射線を研究の手段として物質・生命科学研究や 1949 年に湯川秀樹の「中間子論」が拓いた素

粒子・宇宙科学研究が多く出るようになりました。その結果、放射線関連のノーベル賞は、

全部で 98件を数え、自然科学全体のノーベル賞に占める割合は 25%です。 

最新の注目すべき研究には、2002 年 R. デービス、小芝昌俊の「宇宙ニュートリノの発見」、 

2008 年南部陽一郎の「自発的対称性の破れの発見」と小林誠、益川敏英の「対称性の破れ起

源」、2012 年  J. ガードン、山中伸弥の「iPS 細胞作成技術の発見」、 2013 年の梶田隆章、

A. マクドナルドの「ニュートリノ振動の発見」、2015 年の W.C. キャンベル、大村智の「寄生

虫感染症（特に線虫によるもの）の新治療法開発」、 2016 年の大隅良典の「オートファジー

（自食作用）のメカニズム解明」、2019 年の吉野彰らの「リチウムイオン二次電池の開発」

（中性子散乱によって電池の劣化要因究明と性能改善）と 2023 年 P. アゴスティらの「アト秒 

(10-18 秒) パルスを生成する実験手法の開発」、2025 年北川進らの吸収効果の高い「金属有機構

造体の開発」が挙がります。南部は、真空にこそ宇宙の根源が隠れていることを示しました。

吉野らの受賞は、自然科学の基礎研究に加えて社会的インパクトが高いものが重視されるよ

うになったことを示します。アト秒パルスは研究の時間スケールを実在の瞬時現象に広げた

ことで科学探査の期待が深まります。図 3 にこれまでの放射線関連の 98 件のノーベル賞の系

譜図を示します。研究項目別に件数を示すと、放射線の発見と学術利用 16 件、核化学・原子/

原子核模型 17 件 放射線の高度利用へ 23 件 物質・生命科学研究 23 件 素粒子・宇宙科学研究 

19 件になります。図 4 にはそれらのノーベル賞研究の累積状態を示します。この図で分かる

ことは、ノーベル賞の制度ができたばかりの 30 年間の「1.43 年に１件」に対してその後の 95  
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年平均の「1.23 年に１件」の方が高く、放射線

が関係する研究は現在も最先端の課題と言うこ

とです。 

 

 ４．放射線の利用の現状  

放射線は、レントゲンが最初に気づいたよう

に物質を透過します。その透過力は、紙で止ま

るアルファ線、アルミニウムの板で止まるベー

タ線、重い鉄で止まるガンマ線、電気的に中性

で重い粒子の中性子線は鉛でも止まらないで水などの軽い元素との散乱によって減速した後

に原子核に吸収されて止まります。 透過する厚さは、放射線のエネルギーと物質の密度によ

り決まります。  

 X 線とガンマ線は光と同様に電磁波の仲間ですが、電子、陽子および中性子のような粒子

線も波動性を持ち、紫外線同様に知覚できないものの、光学顕微鏡のように物質の微細構造

や機能解析に用いられます。放射線は、物質中の電子を弾き飛ばす電離作用を持ち、励起や

化学反応を起こして物質の性質を変化させることができます。元素や同位元素は特有の X 線

やガンマ線を放出するため、スペクトルを測定して対象核種を特定することで、物質の組成

や変化の過程を解明することができます。これらの特性を活かして、放射線はいろいろな分

野で広く使われています。    

先ずは、レントゲンの名称で象徴される医療応用です。放射能を発見したキュリー夫妻の

夫のピエールは、1903 年のノーベル賞授賞式の講演で X 線による骨折等の検査に加えて、放

射線によるがん治療の可能性についても言及しています。妻のマリーらは、第１次世界大戦

中レントゲン搭載車「プチキュリー号」で何千人もの兵士を救いました。その後、X 線を使

って身体の断面（輪切り）画像を撮影して、頭や胸、お腹など身体の様々な部分を細かく調

べる X 線 CT や陽電子による診断術 (PET) が開発されました。放射線によるがん治療につい

ては、放射性アイソトープからのガンマ線やアルファ線を用いた方法、加速器でつくる X 線、

陽子線、重粒子線および中性子を使った治療も行われています。X 線 CT と組み合わせてがん

病巣をピンポイント照射する技術も開発され、「がんは不治の病から治る病気」と呼ばれるよ

うになりました。また、X 線、CT 装置、超音波など画像診断装置で体の中を透かして観察し

ながら窄刺針、カテーテル、ガイドワイアー、ステントやラジオ波放射の針といった医療器

具を入れて標的となる病気を治療する IVR (Interventional Radiography 画像下治療)もあります。

対象疾患は、がん、脳動脈瘤(頸動脈）、大動脈瘤、血管閉塞、 血管奇形、不整脈、骨粗鬆症

です。  

放射線と材料との相互作用を利用してのものつくりや物理化学的な性質の測定等が行われ

ています。図 5 には、放射線が関係する研究例および実用例を示します。科学・技術・学術

分野では、大強度陽子加速器施設 JPARC、放射光施設の Spring8 やナノテラスで高エネルギ

ー加速器が生み出す量子ビームにより素粒子・宇宙科学研究に物質・生命科学研究の下にナ

ノテクノロジーが展開され、それらの成果をもとに生み出された精密測定、非破壊検査に材

 

図４ 放射線関連のノーベル賞の累

積 
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料開発と材料機能改善や花卉・稲の品種改良等の工業・農業分野への応用が繰り広げられて

います。窒素酸化物などの有害物質の分解・除去による環境保全への応用や炭素 14 による年

代測定により考古学にも使われています。  

先端研究から日常に使われている放射線利用製品に至る放射線加工・計測技術や生体照射

技術など実用化技術への流れを図 6 に示します。特筆すべきは、使い勝手の良いベータ線な

らぬ電子ビームにより、非常に多くの製品が生産されて、我々の生活を潤していることです。

先ず、高分子の架橋技術により電線ケーブルの被覆、CC 材、ラジアルタイヤ・耐熱ケーブ

ル・発泡シートの自動車部品が製造されています。次いでクラフト重合法により高機能性を

付与した材料を使って洗濯耐久性の衣服や高性能の空気正常フィルター、特異なイオン透過

性を活かしたボタン電池や燃料電池 が生産されています。特に傑出しているのは塗料等の素

早くて確実な硬化特性による印刷・塗工・表面処理による屋内・屋外用建材用フィルム、ト

ップコート、電子機器のインモールド転写フィルム等で、市場規模の大きな製品に使われて

います。生体照射による殺菌・滅菌においては、前処理・後処理不要で常温で図体の大きい

ものを均等に最短で処理できる特性を活かして医療用品に飲料容器のペットボトルが加わり

ました。  

DNA への照射効果の高いイオンビームにより沖縄のウリミバエのオスを不妊化して絶滅さ

せることができました。育種に関しては、バラ、菊、カーネーション等の花卉に耐病性梨の

ゴールド二十世紀梨に矮性の稲などを生み出しました。日本では行われていませんが、ニン

ニク、じゃがいも、スパイス、食鳥肉、冷凍魚介類に果実など加熱できない食品の殺菌・殺

虫などに利用して廃棄量を減らしています。  

中性子を使って高性能の p 型半導体が製造され、微細加工特性を用いて高密度集積回路も

製造されています。放射線の透過特性に基づくイメージング技術を使って溶接・各種構造物

の非破壊検査や流体の挙動解析にも使われています。建設後 50 年以上で気になる橋梁・トン 
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ネル・道路等のインフラの劣

化も小型加速器で作ったパル

ス中性子による非破壊検査も

実用化されました。まとめと

して放射線の工業・農業・医

学及び研究利用一覧を図 7 に

示します。 

 

5.  放射線の経済規模 

2015 年度の調査結果 5) によ

れば、医療・医学利用で 1 兆 

9,100 億円、工業利用で 2 兆 

2,200 億円、農業利用で 2,390 

億円、総じて 4 兆 3,700 億円で

した。2015 年から 2022 年ま  での経済成長を考慮して、同じ割合で成長していると仮定して

評価すると 図 8 に示すように 5 兆 6,250 億 円となり、また電子線の新規のボタン電池・燃料

電池や硬化技術にインフラ検査、飲料容器の滅菌や経済成長に反映されない最近増えた放射

線医療等の寄与を考慮すると 7 兆円ほどになります。さらに原子力利用も加えれば、10 兆円

を遥かに超えています 

6. まとめ  

放射線を利用するとき、がんの恐れがある低線量被ばくに対して放射線作業従事者の被ば

く限度として 5 年間で 100 mSv、最大浴びても 1 年間で 50 mSv と決められています。一般人

の基準である 1 mSv/年のリスクは、日本の列車事故による乗客の死亡リスクとファクター2の

違いしかなく、容認可能なレベルと思われます。  

1901 年にレントゲンの X 線発見に対する物理学賞で始まったノーベル賞史で放射線が関わ

ったノーベル賞研究は 98 件（自然科学に占める割合 25%)、1.3 年に１件以上ととても多く、

これらの研究が先端科学を支えています。その結果、我々の身の周りでは、放射線の学術利

用に加えて医療、工業および農業利用があり、多くの生活用品、環境維持等に使われていま

す。日本における放射線が生み出す市場規模は、原子力利用を加えれば優に 10 兆円を超えて

います。  

原爆被爆や原発事故等の不幸な歴史により放射線を疎ましく思う人が多い日本が世界の動

きに取り残されないように、放射線の科学研究や利用技術分野に志ある人、特に若い人の参

加と活躍を期待しています。願わくば、東海村の J-PARC、世界最先端の放射光施設のナノテ

ラスやスプリング 8、 また核融合施設等での研究を目指して下さい。そして一般市民の方々

には彼らの活動を見守ってくださいますようお願いします。 
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【解説】 

1 ミリシーベルトの由来とその意味および活用状況 
 

下 道國 

元 藤田保健衛生大学 

E-mail: shimojii1379@ma.ctk.ne.jp 

(2026 年 2 月 26 日受理) 

 

要旨 

本稿では、福島第一原発事故で公衆の安全確保のレベルとして喧伝された 1 mSv について、

そのよって来る由来と関連する事項について記述した。用語としての線量について、ICRP の

1934 年から現在までの変遷（耐用線量、最大許容線量、線量当量限度、線量限度）を記した。

リスクに関しては、年当りのリスクレベル 10-2, 10-3, 10-4, 10-5, 10-6 が人に如何に受容されるかを

英国の例から、10-5（1 mSv に相当）が公衆に容認されるレベルであることを紹介した。人体影

響を識別する分別として、閾値のある確定的影響と閾値のない確率的影響（組織反応）を記し、

いずれの影響も 1 mSv/年が障害上では影響のないレベルであること、またそれに基づいて防護

基準がつくられていることを述べた。1 mSv/年は、放射性核種の飲食物中の濃度を決定する際

に、飲食品の安全性を担保する「食品の規格基準」への取入れの基準として使われていること、

福島第一原発事故による汚染の除染目標値となっていることを記述した。平常運転び事故によ

る 1 mSv は、「危険と安全の境界」ではなく、「注意と容認の境界」と考えるのが適切であろ

う。 

 

１．はじめに 

放射線量（線量）は、実感を伴わないゆえに解りにくい。このことは、一部の専門家を除く

と、一般公衆に限らず、放射線に馴染みのある者とっても同じではないだろうか。2011 年 3 月

11 日の平成 23 年東北地方太平洋沖地震の津波によって発災した東京電力福島第一原子力発電所

事故（事故発災は 12 日）までは、一般の多くの人びとが「シーベルト」など知らず、また何を

意味するものかわからなかったと思われる。事故後は、「ミリシーベルト」が小学生の口にも

上るようになったが、1ミリシーベルトがヒトにどれほど生物学的な影響（健康影響）を与える

のかについて、人びとの理解ははなはだ不十分と思われる。にもかかわらず、社会的には極め

て大きな影響を及ぼし、結果として、過度ともいえる懸念や憶測、それに基づく必ずしも適切

とは言えない事態が広がったのではないだろうか。 

事故後、14 年経とうとしている今、多くの人びとは、放射線に対する知識が希薄になり、ま

た意識も衰退しているのではないかと危惧する。ここでは、「1 ミリシーベルト（1 mSv）」線

量について、今一度整理をしておきたい。 

 

２．1 mSv/y の由来 

そもそも公衆被ばくの線量限度といわれる実効線量「1 mSv」は、どのようにして決まったの

であろうか。 

国際放射線防護委員会（International Commission on Radiological Protection: ICRP）が、はじめ

て規制すべきとして値を示したのは 1934 年で、放射線作業者に対して、すなわち職業被ばくと

「放射線教育」 Radiation Education  
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して 0.2 レントゲン/日（r/d）である 1)。これは、現在の労働環境からすればおよそ 50 レントゲ

ン/年（r/y）となり、現在の単位では 500 mSv/y ほどに相当する。これは「耐容線量」と称され

た。その 3 年後の 1937 年には 0.2 r/d または 1 レントゲン/週（r/w）のいずれかが守られるべき

であるとされた 2)。 

1950年の勧告 3)では、悪影響の出ない許容される値として、これまでの値を 1/3下げ、職業被

ばくの「最大許容線量」を 0.3 r/w とした。これは、およそ 3 mSv/w で、150 mSv/y に相当する

（単位、期間とも変わったので、以降、単位は mSv/yで表示する）。 

1954 年には、原発運転に伴い、はじめて一般公衆の被ばくに対しても防護基準が示され、公

衆被ばくは職業被ばくの 1/10 つまり 15 mSv/yが適切として勧告された 4)。 

1958年の勧告 5)で、それまでの値をさらに 1/3下げることが提案され、職業被ばく 50 mSv/y、

公衆被ばく 5 mSv/yが示され、その後の約 30 年間この値が継続された。 

1977 年の勧告 6)では、これまでになかったリスク判断が導入された。すなわち、他の安全な

職業と比べて同等とされるリスクであるかどうかの判断がなされ、結果として 50 mSv/y は受け

入れられるとし、また公衆被ばくの 5 mSv/y も継続された。この勧告では、最大許容線量から

「線量当量限度」と用語が改められた。 

1985 年に当時の知見を反映したパリ声明 7)が出された。そこでは、発がんによる死亡リスク

を勘案すると従来の値は大きいとして、公衆被ばくの線量当量限度が 1/5 引き下げられ、1 

mSv/yとなった。但し、特別に考慮すべき事情のある場合は、これまでの 5 mSv/yも適用可能と

している。1 mSv が、ICRP によって取り上げられた最初と思われる。 

 1990 年の勧告 8)では、実効線量で職業被ばくは 5 年間の平均で 20 mSv/y（任意の 1 年で 50 

mSv を超過しない条件つき）とされたが、公衆被ばくはパリ声明の値がそのまま引き継がれ、

いずれも 2007 年勧告 9)でも変わらず、そして、現在に至っている。なお、この勧告では、線量

当量限度が「線量限度」に改められた。 

以上の防護基準の変遷について、表 1 にまとめた。 

  

表 1 放射線業務従事者および一般公衆の防護基準（ICRP による） 

   年 （呼称）  放射線業務従事者 一般公衆 

1934 （耐用線量）   500 mSv/y（0.2 r/d）     － 

1937 （同）  （0.2 r/d  または 1 r/w）     － 

1950 （最大許容線量）   150 mSv/y（0.3 r/w）      － 

1954 （同）       〃 15 mSv/y 

1958 （同）     50 mSv/y 5 mSv/y 

1977 （線量当量限度）         〃       〃 

1985 （同）                 〃 1 mSv/y 

1990 （線量限度） 20 mSv/y       〃 

 2007 （同）                 〃       〃 

 

 なお、被ばくは、人工放射線による被ばくと自然放射線による被ばくがあるが、自然放射線

による被ばくは、国や地域によって、また生活環境や個人の生活状況・習慣よって大きな違い

がある。自然放射線による被ばくの世界平均は約 2.4 mSv/y で、日本の平均は 2.1 mSv/y である
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ことは、よく認識しておくべき値である。このうち、内部被ばくを除いた外部被ばくによる 1

年間の実効線量の世界平均は、概ね 1 mSv程度とされている。この 1 mSv/yが、線量限度を決め

るときに影響していると推測される。 

 

３．1 mSv/y はリスク上で安全レベルか 

公衆被ばくの線量限度が 1 mSv/yに至った経歴でもわかるが、初期のころは、職業被ばくで身

体に悪影響が出ないことを基準にしていて、後には、他の職業とのリスクの比較もなされた。

公衆の放射線防護を考慮する段階になって、公衆被ばくは職業被ばくの 1/10 が適当とされてき

たが、1/10 の根拠は明瞭でなく、必ずしも合理的とはいえないだろう。また、1985 年のパリ声

明での判断も安全側に立ったもので、それほど確固とした根拠があるわけではない。 

 1 年の実効線量 1 mSv は、発がんリスクを 1000 mSv 当り 1％とした場合、年間の死亡リスク

10 万人に 1 人（10-5）に相当する。ICRP 2007（Publication 103）9）では、罹患データに基づくが

んの名目リスク係数に 0.055 Sv-1が採用されていることから、これを使うと、10 万人に 6 人弱の

発がん（すべてのがんで、致死がんだけではない）が推測される計算になる。 

表 2 に英国でのリスクの見方を示したが、これから判断すると年 10-5 オーダーのリスクレベ

ルは、おおむね許容されるレベルとみなされよう。したがって、10-5／年のリスクレベルに相当

する 1 mSv/yは、多くの人びとが「危険と思わないレベル」とも言えるだろう。しかし、許容さ

れるレベルは、国や時代、また状況や立場、さらに人によっても変わろう。 

 

表 2 リスク受容の限度 10) 

リスクレベル（／年）   判        断 

10-2 継続的にこのレベルのリスクは受け入れられない 

10-3 防護の最適化が図られているとき、受け入れ可能 

（1～3）×10-4 危険な作業の事故による死亡率 

10-5 さらなるリスクを軽減するために費用を投じようとはしない 

10-6～-7 取るに足らないリスクとみなすことができる 

（Royal Society 1983） 

 

放射線に限らずどのような事象であっても、ゼロリスクということはなく、絶対安全という

のはあり得ない。このことは、リスクを判断するに当たっては、単にリスクが受容されるかど

うかのほかに、リスクを軽減する費用との兼ね合いで決定されることもしばしばあるというこ

とに、留意しておくべきである。 

このように、1 mSv/yには、さまざまな状況からいろいろな視点や思惑のあることがわかる。

通常の生活においては、放射線が直接の引き金となって健康影響に関して害が出たという事態

はみられていないので、気にするレベルではないと言える。その意味において、1 mSv/yは安全

なレベルということができるが、これをもって安全と危険の境界になるかといえば、そういう

ことにはならない。その境界はさらに高いレベルにある。 

 

４．1 mSv の障害上の判断 

 生物学的な影響は、総線量で説明される。たとえば、低い線量で影響がみられるとされる血
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液中のリンパ球の数の変化は、実効線量の 250 mSv で現れはじめ、そのときの線量がしきい線

量（閾値）とされる 11)。この症状は、リンパ球をつくる組織が損傷を受けたことによって生じ

ると理解されている。他の多くの組織や器官の機能障害も、線量は異なるが、同様に、閾値が

あって、閾値以上で発症すると考えられている。これらの障害は、放射線以外にも多くの原因

で発生するのは珍しくなく、症状の程度が軽い場合には、もちろん治癒する。 

なお、現在、眼の等価線量 150 mSv 以下で白内障が出るとの最新の知見から、閾値の見直し

が進められ、50 mSv/y、5 年平均で 20 mSv/yが ICRP で勧告された 12）。 

 一方、がんや遺伝性疾患では閾値が無いとされている。これは、「閾値が無い」というので

はなく、閾値の有無がわかっていないというのが正しい。疫学調査では、100 mSv 以下での放

射線による発がんは、他の多くの原因による発がんと競合したり、またそれらに隠れて、発が

んの原因が放射線にあると確定することができない。このことは、放射線防護・管理上、100 

mSv 以下の低線量域でも線量と影響は比例関係にあってそれなりの影響があるとする、いわゆ

る「閾値が無い直線（Linear Non-Threshold: LNT）」モデルが使われていることに関連する。こ

れは、事実認定が確定していない場合は、安全側に立って物事を決めようという立場（影響が

無いとするのではなく、影響があるとして物事を処理する立場）に立っているからである。 

しかし、生物影響の研究者のなかには、数十 mSv ほどのところに閾値があると考える学者も

多くいることは事実である。また、自然放射線レベルから、その数十倍程度の範囲では、プラ

スの効果（ホルミシス効果）があると考える学者もいる 13）。これらの考えはいずれもデータに

基づいてはいるが、現時点では、関係者の間で共通の認識としては合意されていない。 

さて、年間の実効線量、すなわち線量率（mSv/y）と年数で積算した総線量との関係はどのよ

うに考えればよいのだろうか。1年間の線量が 1 mSvと少ないといっても、同じ量を被ばくし続

けたとすると、100 年生きれば生涯の総線量は 100 mSv になる。10 mSv/yの場合では 1000 mSv

にもなる。これは、影響を心配すべき線量だろうか。 

1 年間に 10 mSv程度の低線量率被ばくをそのまま積算した総線量は、生涯で 1000 mSvになる

が、短期間に 1000 mSv の高線量被ばくによる場合と同等に扱うことは問題である。つまり、生

物の免疫機能や修復作用、新陳代謝などの長期間での効力・影響を考慮すると、低線量率での

線量をそのまま積算した線量から考えられる影響より、実際の影響は低いと考えられ 14)、この

ことは多くの学者・専門家により支持されている。 

事実、日常生活で浴びる自然放射線の積算線量が 250 mSv を超え出してから、明らかにリン

パ球が減少し出したとか、あるいは他に症状が出るようになった、といった症状はこれまで報

告されていない。確かに、高齢になるにつれ身体が衰え、それとともに生活習慣病をはじめさ

まざまな病症が出てくることは確かであり、その原因は「放射線にある」とする考えがあるか

もしれない。しかし、それは、放射線も数多くあるさまざまな「原因の 1 つ」である、と考え

るのが妥当である。 

このようにまだまだ解明し切れていないことが多くあることから、被ばくに関しては低線量

と低線量率の両者を併せて、総合的に考察することが重要となる。 

前述したように、防護管理で使用している LNT モデルとリスク係数を使えば、たとえば、自

然放射線による被ばくのように、年間 1 mSv の低い線量率での被ばくでもがん死者数を推定す

ることは、確かにできる。しかし、それが実態を表しているかどうかの判別はできず、また実

際にはあまり意味をなさない。このような計算をするために「LNT モデルを使うべきでない」

と、ICRP も注意をしているところであり 9)、LNT モデルによる推定値の扱い方については、ど
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のような観点で使うのか、使っているのか、慎重な配慮が求められる。 

 

 ５．公衆被ばくの線量限度 1 mSv/y と防護基準 

 ICRP は、自然放射線と医療で受ける放射線による線量を別にした、いわゆる原子力・放射線

取扱施設に由来する平常時の実効線量について、一般公衆では「年間 1 mSv」を限度とするこ

とを勧告している。ICRP の勧告は強制力がないが、各国ともにその知見と権威を尊重して、国

内法令に取り入れることを基本としている。 

わが国も、ICRP 勧告を尊重するとともに、ICRP 勧告に基づいて国際間で決められる拘束力

のある国際原子力機関（International Atomic Energy Agency: IAEA）の提言に基づいて、国内法

令が整備されてきた。ICRP と IAEAの違いは、ICRP は専門家による任意の委員会であるのに対

して、IAEAの委員会には、各国が政府関係者を派遣していることにある。 

 わが国は、法令で防護基準を規定している。法令には、原子力施設および放射線取扱施設に

おいて、設置者が施設内とその境界および環境に対して守るべき事項、および放射線業務従事

者（作業者）を防護するための事項が記されているものの、一般公衆の線量について、「かく

あるべき」と明示した条項はない。とはいうものの、政府が公衆被ばくの限度の 1 mSv/yを軽く

みているわけではなく、制度上は、使用者側が法令を守ることによって、公衆の年間 1 mSv が

担保されるようにしているのである 15)。 

 公衆の実効線量限度 1 mSv/yは、平常時に適用される値で、事故時は別である。平常時は、利

用する立場から余裕をもって十分に安全とみられる範囲で設定されるのであって、当然のこと

であるが、相当のマージンがかけられている。一方、事故が起こったときは、これ以上では安

全が損なわれるかもしれないという値（いわば緊急時の限度値）が設定されるのは自明のこと

であり、その数値は平常時の設定値よりも高く設定されるのは当然である。 

 ここで参考として、福島原発事故による追加的外部被ばくを含めた毎時間の線量の規制値

0.23 μSv/h がどのように決められたのかをみておく。この値は、まず、事故により追加される線

量を平常時に適用される 1 mSv/y にするという設定にある。1 mSv/y は、1 年は 8760 時間だか

ら、1 時間では 0.114 μSv/h となる。これを、屋内にいる時間を 16 時間、屋外にいる時間を 8 時

間として、屋内外に滞在する時間に配分する。なお、屋内は住宅の壁などによって外部からの

放射線が遮蔽されていることを考慮して屋内の線量には 0.4 を掛ける。つまり、0.114 

μSv/h/(8+16×0.4)/24＝0.19 μSv/h となる。屋外の空間線量率をこの値をもって限度値とすれば、

個人の追加的線量 1mSv/y は守れるとする。実際には、大地からの自然放射線があるので、その

分による 0.04 μSv/h が加算され、0.23 μSv/h が規制値 16)とされた（宇宙線分は含まない）。 

 

 ６．飲食品の規制基準の 1 mSv/y 

 事故のない平常時では、原子力施設などで発生した放射性物質は法令の許可範囲内で、随時、

施設から排気または排水として環境中に排出されている。それらの放射性物質は広い環境で希

釈され、通常では、私たちの生体に影響を及ぼすことはない。 

他方、事故などにより大量の放射性物質が環境に広く飛散した場合、放出源に近い場所や、

気体状放射性物質（放射性プルーム）が通過した地域に浮遊している、あるいはそれらが地表

面などに沈着した放射性物質からの放射線による外部被ばくと、呼吸および飲食によって体内

に摂取された放射性物質による内部被ばくを考慮する必要がある。このために、旧原子力安全

委員会は、防災指針で事故時に制限すべき飲食物の摂取基準として、1年で 5 mSvの実効線量を
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守るように、事故後 1 年間の体内摂取を勘案して数値を決めている 17）。 

福島第一原発事故を経て、事故から 1 年後以降に対応するために、飲食物に含まれる放射性

物質の規制を恒久的に設定することが厚生労働省の食品安全委員会で検討された。その結果、

放射性物質が、ヒ素や有機物など他の多くの物質の規制のための基準と同列の規格基準値とし

て採用することが決められた。それでは、1 年間の実効線量の上限を 1 mSv にするように、飲

料水と食品（食材や加工食品）中の放射性セシウム濃度が決められた 18）。つまり、食品中の放

射性物質濃度（Bq/kg）の導出では、基準値とした 1 mSv/yから 0.1 mSv/y（飲料水に充当分）

を引いた 0.9 mSv/yを線量係数（mSv/Bq）で割り、さらに、これを考慮の対象としている食品

を 1 年間に食べる量（kg/y）で割ることによって求められた。このとき、食べる食品の半分は

汚染している（汚染率 50％）としている。実際の算定過程で、考慮されたさまざまな事項や仮

定その経緯は厚労省の案内や文献等に譲るとし、決められた規格基準値を表 3 に示した。 

 

表 3．4 つに区分された飲食品の規格基準値 

分  類 摘      要 基準値 

飲料水 ミネラルウォーター類（水を原料とする清涼飲料水） 

飲用茶（茶を原料とする清涼飲料、飲用状態の茶） 

10 Bq/kg 

牛乳 牛乳、低脂肪乳、加工乳、乳飲料 50 Bq/kg 

乳児用食品 乳児の飲食を目的に販売される食品 50 Bq/kg 

一般食品 上記以外の食品（乾燥品などは食する状態とする） 100 Bq/kg 

 

なお、基準値としてセシウムだけが示されていて他の核種が示されていないのは、他の核種

にも配慮しながら限度を決めていて、セシウムが限度内であれば他の核種も含めて 1 mSv/y内に

収まるように設定したとされている。 

留意しておきたいのは、規格基準値の決定にあたっては「年間 1 mSv」を限度としたことで

あるが、この値は、平常時において施設に由来する一般公衆の線量限度をこの範囲とするよう

に、ICRP が勧告している値であり、また放射性物質で汚染された飲食物の国際取引の基準を決

める国際食品規格委員会（コーデックス Codex 委員会）のガイドライン 19)に示されている線量

目標値でもある。これらを勘案して、この値を用いたと考えられる。 

福島第一原発事故に関連した汚染飲食品を摂取することによる体内被ばくについては、厚生

労働省によるマーケットバスケット調査（スーパーマーケットで客がどのような商品を購入し

ているかを調査する方法）によって実態が調べられている。それによれば、事故のあった年で、

1 mSv/yよりはるかに小さい 0.01 mSv/y以下であることが、同省の「放射性物質の摂取量の推定

について家庭の食事での調査について」で明らかとなっている 20)。 

 

７．福島第一原発事故後の除染目標の 1 mSv/y 

 汚染地域の除染は、最優先事項として対処されなければならないことはいうまでもない。福

島第一原発事故後の間もない頃から、政府は除染目標について、事故由来の物質からの線量を 1 

mSv/y 以下にすると言明し続けてきた 21)。この値は、自然減衰や降雨による流出、また地下へ

の沈降などの効果も含んだもので、長期間の後の最終目標値である。しかしながら、世間では、

この値は、「目標」というよりも「基準」として、捉えられたように思われる。 
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学校および幼稚園の校・園庭や公園、あるいは農地などで、線量の高い区域については、優

先的な除染によってかなり下げることはできた。しかし、その他の多くの場所については、特

に高木や山林の除染は容易でなく、なかなか 1 mSv/yにはほど遠く、再除染や自然減衰を考慮し

ても、短期間の達成は困難と思われる。 

原発事故に由来する汚染物はすべて完全に除去したい、また、してほしいという気持ちはよ

く理解できるものの、一気に完全に履行することは極めて難しい。現実問題としては、長い年

月をいくつかに区切り、１期間内での除染目標を設定して、各期間内でどれだけ汚染を低減さ

せることができるかに尽力するのが適切と思われる。 

 

８．世間がみる 1 mSv 

福島第一原発事故からいく日も経たないうちに、市民や必ずしも放射線防護を専門としない

一部の学識者から、「1ミリシーベルトが国の防護基準であり、法律を守らないのは遺憾千万」

に近い意味の主張 22)がなされ、同調しているようなメディア 23)もあった。また、1 ミリシーベ

ルトが危険と安全の境界のように、一部の人々から喧伝されたこともあって、1ミリシーベルト

が絶対基準であるかのように社会に浸透していった。 

なお、実効線量は外部被ばくと内部被ばくの合計線量であるから、それぞれ一方だけを限度

いっぱいに守ったとした場合は、全体としては 1 mSv を超え、2 mSv となる。 

 このあたりの経緯は、簡潔に記すならば、特に、メディアが彼ら自身の志向している方向に

世間を誘導するかのように、真実に即さない報道をすることが往々にしてみられることにある。

これは、極めて遺憾であり、またいかに危険であるかを、報道する側も、また受け取る側もよ

く認識する必要があることを指摘しておきたい。もちろん、メディアが自己主張するのは自由

であり、正当な権利である。しかし、その場合は、新聞であれば社説として述べるべきであっ

て、他の一般の記事の中で世論を誘導するかのような手法はとるべきでないと考える。またテ

レビの場合、対立する考えを持つ者を参加させず、一方に偏った識者のみを集めて意見を述べ

させているケースがあるが、これなどは、報道の中立・公平さを欠いているばかりでなく、視

聴者に正確な情報を提供していないと、危惧せざるを得ない。 

 

９．おわりに 

本稿では、1 mSvが担っているさまざまな意味合い、また導出過程の背景や生物学的な評価に

ついて記して、世間の一部が絶対視しているような値ではないことを述べた。また、本稿で述

べてきた 1 mSv は、原子力・放射線 利用に伴う平常時、あるいは事故時の被ばく線量に関する

値である。つまり、我が国の自然放射線による被ばく（2.1 mSv/年）と、治療と自由診療分を含

まない医療による被ばく（2.6 mSv/年）25) は勘定に入れていない。実際の被ばくは、これらを合

算した被ばくであるから、総被ばく量の平均値は年 5 mSv 程度となる。その値の幅は、生活環

境や習慣などによるために人により大きく変わるし、また個人にとっても年齢や状況によって

も変化すること、さらに個人の治療による被ばく（これは、当人にとっては利益であって、損

害ではない）を考慮すると、年間の被ばく量が 10 mSv 近くになることも、珍しいことではない。 

福島原発事故による外部被ばくでは、事故後 4ヶ月間の被ばく線量は、一般公衆の 93.8%は、

2 mSv 未満とされており、健康への影響は考えにくいと評価されている 24)。これから年間の線

量を見積もると、大多数の人は多くても平均的な自然放射線レベル 2.1 mSv/yの数倍程の被ばく

量とみられ、それも年々減少していくと推定される。 
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以上のことから、1 mSvにこだわりすぎるのは賢明でないこととわかる。平常運転及び事故に

由来する 1 mSv は、「危険と安全の境界」ではなく、「注意と容認の境界」と考えるのが適切

で、このことが一般社会においても広く理解されることを期待したい。  

 

なお、本稿は、既に廃刊となった機関誌「健康文化」に記載した記事の構成を変え、修正を

施し、新たに加筆するなどしたものである。 
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【実践報告】  

地域教材を使った小規模校での放射線教育の実践

－桜島における継続的な放射線量測定を元に－

原口 栄一  

鹿児島県鹿児島市立東桜島中学校

鹿児島県鹿児島市東桜島 810 番地  

ei ichi -h@po4.synapse.ne.jp  

(2026年2月25日受理) 

 桜島近くの中学校で自然放射線を 1 年間観測し、噴火・爆発回数との関係を分析した結

果、爆発との相関が示唆された。得られた知見を基に全学年で放射線実験を授業化した。

1．桜島の自然放射線量と勤務校の関係
 現在、日本で火山活動が活発な火山の一つとして、鹿児島県の中心部に位置する桜島がある。

桜島は 2.6 万年前に鹿児島湾にて誕生し、以降頻繁に大噴火・大爆発を繰り返しており、近年も

活発な活動が続いている。現在、周辺では降灰の被害が発生している。

 鹿児島市危機管理課の「東桜島中学校における噴火時の避難確保計画」によると、私が 2024

年度から勤務を始めた鹿児島市立東桜島中学校は南岳山頂火口および昭和火口から 3.8 km 南に

位置しており、予測では大きな噴石、降灰、火砕流、火砕流・火砕サージ、溶岩流による影響が

考えられ、それらが勤務校に到着するまでの時間的余裕がなく特に警戒する状況となっている。

そのため、勤務する教職員は日ごろから火山活動をよく観察し、何か変化に気づいた際にはそ

の情報を鹿児島市や鹿児島地方気象台に伝達すること 1）になっている。

 そこで理科準備室から図 1 の写真のよう

によく見える毎日の南岳の目視観察は当然

のこととして、火山活動の際に地下マグマに

含まれている放射性物質（地球の内部にはウ

ラン、トリウム、カリウムなどの放射性元素

が含まれており、時間とともに崩壊熱を出

す。これが地球内部の熱い原因の一つであ

る。）が噴火の際に放出されると考えられる。

そのために火口近くの勤務校ならば自然放

射線の変化が見られるのでないかと考え、自

然放射線量の測定を 2024 年 4 月から開始し

た。観測の手段と方法は、科学技術館からレ

ンタルされた放射線測定器 KIND-PRO と記

録用のスマホ上の KindLogger で線量率と

counts の測定結果を１分間ごとに記録し、それを 1 週間ごとにパソコンに入力した。

 また、2024 年 12 月 20 日（晴れ）の日に桜島全体を東桜島中学校から西に向かい黒神を通っ

て袴腰まで約 1 時間半かけて一周し、平均放射線量を求めたところ、平均線量率は 0.024 Sv/h

で counts は 105 cpm であった。一周している間の線量率（図 2）と counts（図 3）のグラフは次

の通りである。

図 1 勤務校理科室からの桜島

「放射線教育」  Radiation Education  

Vol. 29, No. 1, 20 - 29 (2025)  
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2.１年間にわたる桜島の自然放射線と火山活動の関係分析結果 

 2024 年 4 月 2 日から 2025 年 3 月 19 日までの 20392 件の東桜島中学校における定点観測の

データから線量率（Sv/h）と counts の分析を行った。毎日、授業その他の仕事と並行して 10

数分から数時間くらいの間隔で記録をとり、そのデータを統計的に分析した結果、2024 年度の

東桜島中学校における線量率の平均は 0.028 Sv/h で、counts は 154 cpm であった。桜島全体

の平均よりは、線量率も counts も大きな値を示した。その平均を基準にそれぞれの月平均と比

較すると線量率の幅は 0.007 Sv/h で counts は 16.2 cpm であった。次に気象庁が毎月発表して

い る 桜 島 の 火 山 活 動 解 説 資 料 （ https://www.data.jma.go.jp/vois/data/report/monthly_v-

act_doc/monthly_vact_vol.php?id=506  2025.7.23 アクセス）から月ごとの噴火及び爆発の回数

を読み取り、毎月の線量率及び counts のそれぞれの平均とを一覧にした。 

 表 1 は、月ごとの線量率・counts・噴火回数・爆発回数の一覧表であり、図 4・図 5 はそれら

のデータをグラフ化したものである。グラフから 2024 年度においては 12 月からの冬によく噴

火、爆発していることがわかる。また、線量率、counts も同じような傾向を示しているように

見える。さらにその関係を散布図を作成し相関係数を求めてみた。 

図２ 時刻ごとの桜島一周線量率 

図３ 時刻ごとの桜島一周 counts 
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図 4 月ごとの線量率と噴火・爆発回数 

図 5 counts と噴火・爆発回数 
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線量率、counts、噴火回数、爆発回数それぞれとの関係を調べるために下記の図 6、図 7 の散布

図を作成し相関分析を行った。散布図ではデータが、わずかに右上がりになっている。相関係

数は表 2 のようになった。図６の結果か

ら，人体に関係する線量率ではほとんど

相関は見られないが、図７の結果から

counts と爆発回数には正の相関があるこ

とがわかり、噴火回数とも弱い正の相関

があることがわかった。つまり、桜島の爆

発回数が多いほど counts も大きくなる傾

向が見られるということである。 

 

 また、説明変数である噴火回数と爆発

回数が増えれば、目的変数である counts

 

図６ 噴火・爆発回数と線量率の散布図  

 

図７ 噴火・爆発回数とcountsの散布図  
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が上がるのかという関係を調べるために重回帰分析をした。その結果、P 値では爆発回数は 0.03

であった。これは 0.05 より小さいので 5％有意水準で有意となり counts に影響があることがわ

かるが、噴火回数は 0.06 で、0.05 より大きいので 5％有意水準で有意ではないとなり counts に

影響していないという結果が出た。 

 

 文中の用語説明 

＊線量率 最も一般的に使われるのは、放射線が人体に与える影響を示す放射線量「シーベ

ルト（Sv）」。放射線を出す放射性物質の種類によって人体への影響が変わるため、数値が

異なる。 

＊counts 1分あたりの放射線計測回数「cpm」（カウンツ・パー・ミニット）で放射線量を

表すこともある。生の放射線量。放射線測定機に1分間に入ってきた放射線の数を、人体へ

の影響の大小は考慮せずに測る。 

＊噴火 火山活動が活発になって溶岩や火山灰、水蒸気などが地表に噴き出すこと 

＊爆発 火口や山体を破って空気振動などを伴いながら、火山ガス、水蒸気、岩石物質を大

量に放出する。気象庁は、学術的な定義があいまいで誤解を生むとの理由で、原則「噴火」

に統一している。一方、鹿児島地方気象台は「地元で定着している」として、爆発の表現を

使用している。 

 

 これらの結果から火山活動と放射線量とは関係があると考えられる。そこで中学全学年の放

射線実験に地元の物質である桜島の火山灰を取り入れることにした。火山灰は、桜島の火山活

動で絶えず噴出されており量は十分にあるので実験で扱いやすい。そして実験の中で放射線量

と桜島火山との関係にも関心を持てるようにしたいと考えた。また、火山活動と放射線の量の

関係をさらに明らかにするために放射線観測は 2025 年度も続けており 5 月の連続噴火時のデ

ータも取っているので、さらに詳細な分析中である。 

 

3.東桜島中学校の生徒全員に放射線

測定実験を取り入れる。 

 勤務校は、2024 年度の東桜島中学校の

生徒数は 20 名（1 年生 11 名、2 年生 3 名、

3 年生 6 名）である。それゆえに全学年の

理科を担当し全学年放射線授業を取り入

れることができた。日本科学技術振興財団

から 2025 年 2 月初めに放射線測定器及び

特性実験セット貸し出しを受けて各学年

それぞれの放射線授業を展開した。 

⑴中学 1 年生（1 時間） 

 「1 年理科教科書 2） 単元 4 大地の変化」の「火成岩のつくり」の観察で放射線測定も入れ

る。「放射線を一番多く出すものを探そう」という目的で、いろいろな物質の放射線量を測定す

ることを通して放射線測定器の使い方を学ばせた。図 8 のようにペルチェ素子霧箱を２台用意

図 8 2 台のペルチェ素子霧箱の写真 
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して放射線の飛跡をスケッチして放射線を観察する体験も入れた。（図 9） 

 1 年では図 10 に示したように測定試料が多く、放射線測定に慣れるための基本的な実験であ

るので、あえて火山灰の放射線測定は扱わなかった。測定については 1 分間測定を 3 回実施し

平均を出すようにした。生徒の実験結果では、モナズ石が最高値を出していた。 

 

 

図9 生徒のワークシート  

 

図10 生徒の放射線実験記録用紙1 
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⑵中学 2 年生（3 時間） 

 「2 年理科教科書 3） 単元 4 電気の世界」の「放

射線の性質と利用」で放射線について学ぶので、原

口オリジナルテキストを使い基礎的な内容を 1 時間

教えて、次は 2 時間かけて実験を行う。放射線をペ

ルチェ素子霧箱で見る体験も同時に用意する。実験

は次のようなものである。（図 12 と図 13 は、生徒

の観察記録の一部である） 

①特性実験セットの 6 つの試料の中からから放射線

量の一番大きいものを探す。 

  生徒の結果（モナズ石） 

②a 特性実験セットの高い放射線量の物質（モナズ石）を使い、放射線遮蔽実験を行う。 

 b 桜島の火山灰を使っての遮蔽実験を行う。（図 11） 

 東桜島中学校の立地地質を考えるために・中身が空、火山灰、海水、海水が見えるくらい混合

した火山灰（火山灰＋海水）の 4 種類がそれぞれ入った容器（厚さ 2.5 cm の PP 製で物質が 2  

cm ほど入る）で遮蔽する。 

 生徒の結果（a 鉛／b 火山灰＋海水） 

③放射線源からの距離実験  

 生徒の結果（距離が大きいほど低くなる） 

④放射線伝染実験で放射線を受けたモノから放射線が出るかを確かめる。 

 生徒の結果（出ない） 

 

*遮蔽実験に火山灰と海水を使った理由 

 東桜島中学校の立地している場所は海に近く桜島による火成岩の上にある。そこで東桜島中

学校の放射線の状況をシミュレーションする意味で火山灰と海水の組み合わせの遮蔽容器を作

った。空の容器、火山灰の入った容器、海水の入った容器、海水＋火山灰の入った容器の 4 つ

である。 

 放射線量の多いモナズ石の周りに 4 つの容器を配置し、放射線量の増減を調べる。図 12 の生

徒の記録用紙を見ると、普通の放射線量である空の場合を基準にすると火山灰では 20%増えて

いる。逆に海水では 6%減っており、火山灰と海水を混ぜたものはさらに 29%減っていることが

わかる。このことから火山灰は少量の放射線を発していること、海水及び火山灰を混ぜた海水

は放射線を一番遮蔽することがわかった。また、この実験から活火山の火口に近い本校の自然

放射線量が桜島全体の平均自然放射線量より少し高い理由も新しい火山噴出物が常に供給され

る場所ゆえに自然放射線量が 20%高いということがわかる。また、海水が放射線を遮蔽するこ

ともわかるが、海水＋火山灰が一番遮蔽しており、その理由は不明であるが、火山灰の多孔質

である火山灰に海水が入り込んで細かく遮蔽するのではないかと考える。さらに実験データを

増やして検証していきたい。 

 

図 11 立地地質の遮蔽実験 
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⑶中学 3 年生（4 時間） 

 「3 年理科教科書 4） 単元 5 地球と私たちの未来のために」の「科学技術と人間」で放射線

について学ぶ。原口オリジナルテキストを使い基礎的な内容を 1 時間復習して、次に 2 時間か

けて中学 2 年生と同様の実験を行う。時間に余裕のある班は 5 番目の実験「日本製（0 番がレ

ンタルした最上測定器・2 番・3 番）、ロシア製（7 番・8 番）、中国製（１番・４番・５番・

 

 

 

 

 

 

図12 生徒の放射線実験記録用紙１（上）、２（下） 

 

 

図13 生徒の放射線実験記録用紙３（上）、４（下）  
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６番）など器具（図 14）によって放射線量の違いがあるか」を調べる実験（図 15）と放射線を

ペルチェ素子霧箱で見る体験も同時に用意する。生徒の結果から、どの測定器も放射線量の大

小は同じように測定できる。その中で機器によって小さめ、大きめという特徴があることがわ

かるが、放射線量を調べる時は１つの測定器で継続測定した方が良いこともわかる。なお、図

16 に生徒の放射線実験の授業ワークシートの記入例を示す。  

 最後の 1 時間で図 17 の放射性廃棄物の授業ワークシートを使って、オリジナル取材ビ

デオを活用し原子力発電の高レベル放射性廃棄物の授業を行う。現時点では地層処分が進

められているということを理解させ未来を考えさせて義務教育の放射線教育は終了とな

る。 

 この授業で使用するオリジナルビデオは 2 本ある。 

導入では、「①1996 年 8 月玄海原子力発電所での教職員セミナー時の記録」を見せた。地

層処分について説明する時には「②2013 年 5 月北海道幌延地層処分センター見学時の記

録」を見せた。どちらも写真や動画を編集したもので 20 分くらいである。  

 

 

4．研究の成果と課題 

 再任用で１年間の任期で実践してきた中学生の放射線教育についてまとめた。特に桜島

という特殊な地域の自然放射線量と火山活動の関係を放射線教育に活かすことは火山活動

予測にもつながるかもしれない。また、中学１年生時から段階的に放射線教育を行ってい

けば原子力発電の是非、運用、高レベル放射性廃棄物の処理などの課題を考えるための基

礎知識となり課題解決に向けて進めることにもなる。理科の探究活動時には、基礎的な知

識がなくては進まない。知識は繰り返して学ぶことが大切であり放射線についても同様で

ある。それゆえに原子力・放射線についての最新の知見を得て中学生にわかりやすく教え

られるように研究を深めていくことが課題である。 

図 16 放射線実験の授業ワークシート 図 17 放射性廃棄物の授業ワークシート 
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 今後も教壇に立つ限り、日本の放射線教育を進めるためにも、実践を積み上げて多面的

多角的な放射線教育教材を創造し、「原子力・放射線」に対して生徒たちや先生方が関心

を高められるようにしていきたい。放射線教育はまだまだ多くの教師にとって未開の分野

であり、不安に感じる方も少なくない。だからこそ、この研究成果が教師の「原子力・放

射線」実習や実験の参考になればと考える。 
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  目的意識を持って積極的に放射線に関する観察

実験，計測などを行い，得られた結果を科学的に

探究していく放射線教育をめざし，学級担任が放

射線授業を持続して展開できるように、講師が学

級担任をサポートしていくTeam-Teaching授業  

 

【実践報告】

持続可能な Team-Teaching 放射線教育をめざして 

 

佐々木 清

福島県環境アドバイザー

〒969-1151  福島県本宮市本宮字千代田 125 番地 4 

sasakiyo@poplar.ocn.ne.jp 

(2026年2月22日受理) 

［要旨］ 東日本大震災・東京電力福島第一原子力発電所事故から 15 年の歳月が過ぎた。 

福島県では、小学１年生から中学３年生まで、年間２時間以上放射線授業を実施している。

その際、先生方が放射線授業の進め方に自信なく、また放射線の理解が不十分なため、出

前授業を依頼し、全て外部講師にお任せにしている現状が多く見られる。そこで、講師が

事前に放射線授業で使用する実験器材等を準備し、放射線授業における先生方の不安を取

り払いながら、先生方と一緒に授業展開する Team-Teaching 授業を行ってきた。2024 年か

ら 2025 年本宮まゆみ小学校での Team-Teaching 放射線授業の実践について報告する。  

1．はじめに

これまで、2011 年度から 2015 年度まで５年間中学校理科教員としての放射線授業実践、

ならびに 2016 年度から 2022 年度まで７年間福島県創造センター交流棟（コミュタン福  

島）教育ディレクター・教育アドバイザーとして放

射線教材開発・放射線教育の実践を行い、放射線教

育 Radiation Education 注１～４）で報告してきた。そ

の後 2023 年度より地元本宮まゆみ小学校から、全学

年全学級の放射線出前授業を依頼された（右ページ

図１）。講師一任であり、先生方の放射線授業の指導

力は向上していない。そこで、2024 年度から事前打

合せで Team-Teaching による放射線授業を提案し、

学習過程を共有して授業に臨んだ。その結果、特に

小学校低・中学年の先生方が、積極的に放射線授業

に携わることができたので実践内容の報告を行う

（写真１）。         

２．本宮まゆみ小学校放射線授業の歩み：2023 年度

～2025 年度

2.1「持続可能な Team-Teaching 放射線教育」の定義

 

と定義する。小学校段階では、講師一任の STEP１か

ら Team-Teaching 授業 STEP２への展開が望まれる

（図２）。
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図２  持続可能な放射線教育構想  

 

写真１  Team-Teaching放射線授業  
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図１『本宮まゆみ小学校放射線教育』の実践記録  
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表１ 小学１年～小学６年 Team-Teaching 放射線学習のめあて・学習内容・活動内容  

３．Team-Teaching 放射線授業の準備 

3.1 小学１年～６年毎の Team-Teaching 放射線学習指導案の作成 

 放射線カードによる神経衰弱ゲームや簡易霧箱による放射線飛跡観察、および放射線測

定器を活用した実験など、ゲームや放射線実験・観察を取り入れている先生は一握りに過

ぎない。また、新採用の先生も赴任している現状を踏まえ、次のような点を留意して Team-

Teaching 放射線学習指導案を作成してきた。 （小学６年学習指導案右ページ：図３） 

3.2 小学生１年～６年毎の Team-Teaching 放射線授業の展開内容 

各学年の学習のめあてや学習内容、ゲーム・実験・観察内容を（表 1）にまとめた。 

 

  

学年 学習のめあて 学習内容 ○ゲーム・◎実験・観察 

１ 

 

年 

ほうしゃせん、

どこにいるの？ 

・絵本『はじめましてほうしゃせ

ん』注５）の読み聞かせ（Ｔ１） 

・自然放射線の存在確認（Ｔ２） 

・放射線の利用（Ｔ２） 

○３個の紙コップに１つ 

だけ船底塗料容器を入れ 

放射線測器でその紙コッ 

プを当てる（写真２）。 

２ 

 

年 

ほうしゃ線が飛

んでいるのか、

調べてみよう 

・自然放射線の存在確認（Ｔ１） 

・『はじめましてほうしゃせん 

』絵本の読み聞かせ（Ｔ１） 

・福島第一原発事故被害（Ｔ２） 

○ホッシャー放射線カード

を裏返しにし、２枚カード

を引いて同じカードを当て

る神経衰弱ゲーム 

３ 

 

年 

放射線が飛んで

いるようすを観

察しよう 

・雲（霧）発生演示実験（Ｔ２） 

・霧箱α線飛跡観察（Ｔ１＆Ｔ２） 

・身の回りの自然放射線（Ｔ２） 

・原発事故による被害（Ｔ２） 

◎個別に簡易霧箱を組み立

て、モナズ石から出るα線

の飛跡を観察し、スケッチ

する。 

４ 

 

年 

放射線が飛んで

いるようすを観

察し、放射線の

性質を調べよう 

・雲（霧）発生演示実験（Ｔ２） 

・霧箱α線飛跡観察（Ｔ１＆Ｔ２） 

・Ｒｎガスの半減期（Ｔ１＆Ｔ２） 

・放射性物質の半減期（Ｔ２） 

◎簡易霧箱でモナズ石から

出るα線の飛跡およびＲｎ

ガスの飛跡数が減少する様

子を観察する。 

５ 

 

年 

自然放射線を確

かめ、健康な生

活を送るための

方法を考えよう 

・放射線測定器操作方法（Ｔ１）・

放射線量の測定（Ｔ１＆Ｔ２） 

・放射性物質と放射線（Ｔ２） 

・外部被ばく内部被ばく（Ｔ２） 

◎放射線測定器で５種類の

物質から放出される放射線

量を測定し、放射性物質の

核種を確認する。 

６ 

 

年 

放射線防護法を

理解し、健康な

生活を送る方法

を考えよう図３ 

・原発事故の甚大な被害（Ｔ１）・

放射線防護ための取組（Ｔ２） 

・放射線遮へい実験（Ｔ１＆Ｔ２） 

・免疫力のはたらき･防護（Ｔ２） 

◎放射線測定器で線源まで

の距離と放射線量の関係を

調べるとともに放射線の遮

へい実験を行う。 

① 本時のねらい → 要領よくわかりやすく表現する。 

② 学習活動   → 箇条書きで簡潔に記入する 

③ 時間     → できるだけ余裕を持って設定する。 

④ Ｔ１・Ｔ２   → 学級担任Ｔ１を水色枠で囲み、講師Ｔ２との分担を明確にする。 

⑤ 指導上の留意点→ 指導の目的や工夫した点を具体的に記入する。 

⑥ 評価     → 評価する内容を明確に表し、簡潔に評価方法も記入する。 
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図３ 小学６年Team-Teaching放射線学習指導案例  
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3.3 小学１年～６年毎の放射線学習ワークシートの作成 

児童にとって書き込みやすいように配慮し、児童の発達段階に応じたワークシートを

作成する際に配慮した内容を（表２）のようにまとめた。 

 

表２ ワークシートを作成する際の小学校低学年・中学年・高学年の配慮内容 

学  年 ワークシート作成で配慮した内容 

 

小学校低学年 

（図４） 

・学級担任の先生に読んでもらう『はじめましてほうしゃせん』に 

掲載されている絵や「小学生のための放射線副読本」注６）４ペー

ジの図を活用し、語句や記号等を簡単に記入できるようにした。 

 

小学校中学年 

 

（図５） 

 

・小学校第３学年から理科の授業が開始されるので、放射線の飛跡

を観察するスケッチ欄を設け、「小学生のための放射線副読本」４

ならびに６ページの図を活用して、数字や語句を記入できるように

した。なお 2025 年度は文部科学省委託事業「放射線に関する教職員研

修及び出前授業」で準備されたワークシート注７）を活用した。 

 

小学校高学年 

 

（図６） 

 

・放射線測定器を使って本格的な放射線実験を実施するため、小学

校５年は、様々な物資から出ている放射線量の測定値を、小学６年

では、線源までの距離と放射線の量との関係を調べる実験と遮へい

実験を行い、データを書き込む欄を設けた。また、放射線試料から

重要語句を書き抜いて記入する回答欄を設けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 小学１年生が使用したワークシートならびに小学２年生が使用したワークシート 
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図５ 小学３年生が使用したワークシートならびに小学４年生が使用したワークシート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 小学５年生が使用したワークシートならびに小学６年生が使用したワークシート 
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3.4 小学生１年～６年で使用する放射線測定器、放射線器材の確保 

日本科学技術振興財団は、自主事業として教職員自ら学校現場で放射線教育を実施するため

の支援を行っている。そこで著者はこの事業を利用して簡易放射線測定器をはじめ、個別用小

型霧箱セットや特性実験セットを借用し放射線出前授業を行っている（写真２）。なお、教育

用放射線器材貸出は、放射線授業実施１カ月前に手続きを完了しなければならないので、出前

授業を実施する場合は、計画的に規定の申込書に必要事項を記入した後、実施校の担当教員あ

るいは教頭による申込みが必要である。問い合わせ先は、注８）を参照されたい。  

3.5 小学１年～６年 Team-Teaching 放射線授業へ向けての実施予定表の作成 

本宮まゆみ小学校は、１学年２クラスなので学校全体で 12 学級ある。ゆえに Team-Teaching

放射線授業を学年毎まとめて連続して行う場合は、学校の行事に照らし合わせて実施する

必要がある。小学校は行事も多く多忙を極めている。したがって全学年の Team-Teaching 

放射線授業を実現するために、以下のような点を配慮して予定表を作成した（図７）。 

 

① 年間指導計画に照らし合わせて、比較的行事が少ない時期を教えてもらう。 

② 先生方との Team-Teaching 放射線授業の実施日を決める。なお１日１学年とする。 

③ 各学年とも Team-Teaching 放射線授業の実施日から逆算をして、先生方の「放射線 

副読本問題集」を解く日にちを決定する 

④ 先生は児童が朝自習を行っている 10 分間を利用して「放射線副読本問題集」を解く。 

⑤ 最後に学級担任の先生方の都合を聞いて「事前打合せ」の実施日や事前・事後の 

アンケート実施日を決める。 

⑥ ①～⑤の情報を基に、Team-Teaching 放射線授業に向けた綿密な予定表を作成し、 

教頭先生と微調節を図りながら完成させる。（実施予定表例右ページ参照：図６） 

⑦ 喫緊な事情で変更を余儀なく変更する場合は、電話ならびに訪問時に調整する。 

 

3.6 Team-Teaching 放射線授業へ向けての「事前打合せ」や予備実験の実施 

 小学校の先生方が、事前に「放射線副読本」などで放射線の基礎・基本事項を理解し

ても、学習指導案を見ながらすぐに放射線授業を実践するのは難しい点が多い。そこで、

Team-Teaching 放射線授業を行う前に、「事前打合せ」（写真３）の時間を設け、次のよ

うな細部にわたる点を確認し合うことによって、授業における不安を取り除いた。 

 

 

 

 

  

写真２  日本科学技術振興財団より借用した放射線測定器等を使った５・６年生授業の様子  
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① 学習指導案の指導内容と Team-Teaching 放射線授業の有効性を丁寧に説明する。 

② 学級担任の先生（Ｔ１）が指導する時間と、出前授業講師（Ｔ２）が指導する時間を

明確にする。また、指導内容や指導方法を一つ一つ丁寧に確認する。 

③ 実際に何度も放射線測定器を使って操作し、取り扱い方法をマスターさせる。 

④ 簡易霧箱の組み立てや、放射線測定器を使った測定実験の予備実験を行う。 

⑤ 放射線に関して質問事項に回答し、事前・事後アンケートの協力を依頼する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３  Team-Teaching 放射線授業前日の事前打合せおよび当日先生の放射線指導の様子  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 平成７年度本宮まゆみ小学校 Team-Teaching 放射線授業に向け作成した予定表 

 

 

 

 

 






